
国
民
一
人
ひ
と
り
に
番
号
を
割
り
振
り

税
・
社
会
保
障
分
野
で
活
用
す
る

「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
（
番
号
制
度
）」。
２

０
１
６
年
か
ら
利
用
が
予
定
さ
れ
て
い
る

が
、
金
融
機
関
で
も
納
税
時
等
に
番
号
手
続

き
が
必
要
に
な
る
と
考
え
ら
れ
て
お
り
業
務

に
与
え
る
影
響
は
大
き
い
。

そ
こ
で
本
特
別
企
画
で
は
、
Ｑ
＆
Ａ
形
式

で
、
制
度
の
概
要
や
今
後
の
展
開
、
そ
し
て

金
融
機
関
で
は
ど
ん
な
利
用
が
想
定
さ
れ
て

い
る
の
か
明
ら
か
に
し
て
い
く
。

●執筆●
野村総合研究所・未来創発センター

金融・社会システム研究室

室長 広瀬真人（Q１～４）

制度戦略研究室

室長 梅屋真一郎（Q５～８）

特

別

企

画

制
度
ス
タ
ー
ト
で
金
融
業
務
に
は
ど
ん
な
影
響
が
あ
る
か

Ｑ
＆
Ａ
で
や
さ
し
く
わ
か
る

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
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２
０
１
３
年
５
月
２４
日
の
通
常
国

会
で
税
・
社
会
保
障
に
関
す
る

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
（
以
下
、
番
号
制

度
）「
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個

人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等

に
関
す
る
法
律
」
が
成
立
し
た
。

番
号
制
度
は
、
日
本
に
居
住
す
る
個

人
や
法
人
に
唯
一
の
番
号
を
交
付
し
、

税
・
社
会
保
障
・
災
害
等
の
手
続
き
に

活
用
し
て
、
利
用
者
の
利
便
性
向
上
や

行
政
事
務
の
効
率
化
を
目
指
す
も
の
。

元
々
は
民
主
党
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に

共
通
番
号
制
度
と
し
て
導
入
が
掲
げ
ら

れ
、
政
権
成
立
後
に
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法

案
と
し
て
国
会
に
上
程
さ
れ
た
。
そ
の

後
、
解
散
総
選
挙
で
廃
案
と
な
っ
た

が
、
自
民
党
政
権
下
で
税
・
社
会
保
障

改
革
に
つ
い
て
の
３
党
合
意
も
踏
ま
え

て
必
要
性
が
認
識
さ
れ
、
一
部
法
案
を

見
直
し
、
国
会
に
再
提
出
さ
れ
た
。

番
号
制
度
の
導
入
が
検
討
さ
れ
た
の

は
、
消
え
た
年
金
問
題
の
解
決
や
低
所

得
者
へ
の
給
付
付
き
税
額
控
除
の
導
入

等
を
図
る
た
め
、
正
確
な
所
得
把
握
や

年
金
記
録
が
必
要
だ
っ
た
か
ら
だ
。
し

か
し
、
国
家
情
報
管
理
や
情
報
漏
え
い

へ
の
不
安
か
ら
頓
挫
し
て
い
た
。

以
前
、
マ
ル
優
の
限
度
額
管
理
の
徹

底
の
た
め
に
導
入
が
検
討
さ
れ
た
グ
リ

ー
ン
カ
ー
ド
は
法
律
成
立
後
、
富
裕
層

の
資
産
逃
避
や
国
家
情
報
管
理
へ
の
不

安
か
ら
廃
止
法
案
が
成
立
し
た
。
行
政

事
務
の
効
率
化
の
た
め
に
導
入
さ
れ
た

住
民
票
コ
ー
ド
は
、
国
家
情
報
管
理
や

情
報
漏
え
い
の
不
安
か
ら
不
参
加
の
地

方
公
共
団
体
が
続
出
。
司
法
に
は
合
憲

と
判
断
さ
れ
た
も
の
の
、
番
号
の
利
用

範
囲
が
限
定
さ
れ
、
各
種
手
続
き
に
番

号
を
活
用
で
き
な
く
な
っ
て
い
る
。

個
人
が
自
己
情
報
を
活
用
で
き
る

シ
ス
テ
ム
の
運
用
も
開
始
予
定

今
回
は
国
家
情
報
管
理
や
情
報
漏
え

い
を
防
ぐ
た
め
、
番
号
個
人
情
報
管
理

の
た
め
の
独
立
し
た
第
三
者
機
関
の
設

置
や
、
国
に
よ
る
個
人
情
報
の
一
元
管

理
を
防
ぐ
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ

ム
の
構
築
等
を
検
討
し
、
税
・
社
会
保

障
・
災
害
分
野
な
ど
利
用
範
囲
を
限
定

し
た
番
号
制
度
導
入
を
推
進
し
た
。

番
号
制
度
導
入
に
伴
い
、
２
０
１
５

年
後
半
に
は
住
民
登
録
等
を
行
っ
て
い

る
市
町
村
か
ら
各
個
人
に
個
人
番
号
が

通
知
さ
れ
る
予
定
だ
。
さ
ら
に
、
２
０

１
６
年
１
月
か
ら
税
・
社
会
保
障
分
野

で
各
種
の
手
続
き
に
利
用
さ
れ
る
。

ま
た
、
行
政
機
関
間
の
情
報
連
携
の

た
め
の
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

や
、
個
人
が
番
号
カ
ー
ド
（
通
知
カ
ー

ド
に
つ
い
て
は
全
員
に
交
付
さ
れ
る

が
、
番
号
カ
ー
ド
は
市
町
村
へ
の
申
請

に
よ
っ
て
交
付
さ
れ
る
）
を
活
用
し
て

Ｐ
Ｃ
上
な
ど
で
自
己
情
報
や
行
政
関
連

情
報
を
閲
覧
・
手
続
き
が
で
き
る
マ
イ

ポ
ー
タ
ル
の
運
用
が
２
０
１
７
年
か
ら

開
始
さ
れ
る
予
定
だ
。

今
後
、
行
政
手
続
き
を
効
率
化
す
る

た
め
の
政
府
・
地
方
公
共
団
体
業
務
・

Ｉ
Ｔ
改
革
の
推
進
や
民
間
で
の
業
務
革

新
が
図
ら
れ
る
と
期
待
さ
れ
る
。

個
人
番
号
導
入
に
よ
り
、
国
民
や

民
間
企
業
に
は
ど
ん
な
メ
リ
ッ

ト
が
も
た
ら
さ
れ
る
だ
ろ
う
か
。
利
用

範
囲
が
税
・
社
会
保
障
関
連
手
続
き
に

限
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
当
面
は
以
下

の
よ
う
な
効
果
が
期
待
で
き
る
。

・
省
庁
間
で
各
種
手
続
き
に
必
要
な
番

号
個
人
情
報
が
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ

ス
テ
ム
を
通
じ
て
や
り
と
り
さ
れ
る
た

め
、
重
複
し
た
手
続
き
や
資
料
提
出
が

削
減
さ
れ
る
（
納
税
証
明
書
や
源
泉
徴

収
票
の
添
付
の
削
減
な
ど
、
２
０
１
７

年
以
降
）

・
重
複
給
付
、
過
剰
還
付
、
過
少
申
告

な
ど
を
把
握
す
る
こ
と
で
不
公
正
な
分

配
が
防
止
さ
れ
、
税
・
社
会
保
障
制
度

の
公
平
性
が
高
ま
る
（
年
金
と
傷
害
手

当
金
の
併
給
調
整
、
生
活
保
護
の
不
正

受
給
防
止
、
所
得
の
過
少
申
告
・
過
剰

還
付
の
防
止
な
ど
）

・
マ
イ
ポ
ー
タ
ル
な
ど
を
活
用
す
る
こ

と
で
、
自
己
情
報
や
行
政
か
ら
の
お
知

ら
せ
を
閲
覧
す
る
こ
と
が
で
き
、
手
続

き
の
利
便
性
の
向
上
に
つ
な
が
る
（
２

０
１
７
年
以
降
）

・
法
人
番
号
の
導
入
に
よ
っ
て
、
消
費

税
の
イ
ン
ボ
イ
ス
化
が
推
進
し
や
す
く

な
り
、
益
税
の
削
減
が
進
む
。
ま
た
、

各
種
社
会
保
障
制
度
の
企
業
で
の
徴

収
・
支
払
状
況
が
的
確
に
把
握
で
き
、

徴
収
率
の
向
上
、
社
会
保
障
収
支
の
改

善
に
つ
な
が
る
（
消
費
税
に
つ
い
て
は

今
後
の
制
度
改
正
が
必
要
）

個
人
情
報
を
共
有
化
す
る
こ
と
で

手
続
き
に
か
か
る
コ
ス
ト
を
削
減

今
後
、
経
済
効
果
が
期
待
さ
れ
る
分

野
と
し
て
は
、
電
子
行
政
の
推
進
だ
ろ

う
。
番
号
制
度
の
導
入
を
機
に
、
電
子

行
政
の
推
進
を
国
家
Ｉ
Ｔ
戦
略
本
部
と

一
体
と
な
っ
て
進
め
る
こ
と
で
、
経
済

効
果
を
拡
大
さ
せ
る
こ
と
が
必
要
と
な

る
。例

え
ば
、
企
業
内
で
実
施
し
て
い
る

税
務
（
所
得
税
の
源
泉
徴
収
手
続
き
、

住
民
税
に
か
か
わ
る
連
絡
・
通
知
受
入

れ
）
や
福
利
厚
生
手
続
き
に
お
け
る
紙

に
よ
る
処
理
を
な
く
す
と
と
も
に
、
省

庁
間
・
地
方
公
共
団
体
間
で
フ
ォ
ー
マ

ッ
ト
を
共
有
化
す
る
こ
と
で
Ｉ
Ｔ
化
を

円
滑
に
進
め
、
手
続
き
の
コ
ス
ト
・
手

間
を
削
減
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

こ
の
ほ
か
、
公
共
目
的
で
の
番
号
利

用
範
囲
が
拡
大
し
、
登
記
手
続
き
、
自

動
車
税
・
地
方
税
・
固
定
資
産
税
等
地

方
税
手
続
き
、
自
動
車
関
連
手
続
き
、

融
資
手
続
き
等
の
効
率
化
が
進
め
ば
、

公
共
分
野
・
民
間
分
野
（
企
業
、
金
融

機
関
）
間
の
手
間
・
コ
ス
ト
削
減
に
つ

な
が
る
可
能
性
も
高
い
。

さ
ら
に
、
番
号
利
用
と
と
も
に
行
政

が
持
っ
て
い
る
個
人
情
報
（
住
所
、
所

得
、
出
生
・
死
亡
情
報
）
に
つ
い
て
、

個
人
の
同
意
の
も
と
に
マ
イ
ポ
ー
タ
ル

等
を
通
じ
て
共
有
化
で
き
れ
ば
、
住
所

変
更
や
生
存
確
認
、
貸
金
業
法
に
基
づ

く
所
得
確
認
、
融
資
申
込
み
な
ど
の
金

融
機
関
の
諸
手
続
き
の
事
務
削
減
に
も

つ
な
が
り
、
国
民
に
と
っ
て
は
利
便
性

向
上
に
つ
な
が
る
。

ここがポイント

�
個
人
所
得
や
納
税
情
報
等
を
把
握
で
き
る
た
め
不
公
正
な

分
配
が
防
げ
る
こ
と
や
、
電
子
化
に
よ
る
手
続
き
コ
ス
ト

削
減
な
ど
国
民
・
民
間
企
業
に
幅
広
い
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る

�
利
用
拡
大
が
進
み
、
個
人
の
同
意
の
も
と
個
人
情
報
が
共

有
化
で
き
れ
ば
、
金
融
機
関
事
務
の
削
減
に
も
つ
な
が
る

マイナンバー制度の導入は
国民や民間企業にどんな
メリットがあるの？

Q２

そもそもマイナンバー制度って何？
このような制度が
創設されたのはなぜ？

Q１

ここがポイント

�
番
号
制
度
は
日
本
に
住
む
個
人
や
法
人
に
番
号
を
交
付
し

税
・
社
会
保
障
等
の
手
続
き
を
効
率
化
す
る
制
度

�
税
・
社
会
保
障
改
革
の
た
め
に
個
人
の
正
確
な
所
得
把
握

や
年
金
記
録
が
必
要
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
導
入
が
検
討
さ

れ
、
３
党
合
意
を
踏
ま
え
て
創
設
さ
れ
た
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